
【物件】東大阪市渋川町一丁目６６番３ 

土 地 売 払 案 内 書

東大阪市建築部住宅政策室総務管理課



ご 案 内 

次の要領で、市有地売払い一般競争入札を行います。入札に参加される方は、 

この案内書をよくお読みのうえお申込みください。 
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一 般 競 争 入 札 と は

  地方公共団体が土地を売り払うときに行う方法で、参加者が購入しようとする金額を 

入札書に記入していただき、本市で設定した最低売却価格以上で、最高の金額で入札 

された方を落札者として、契約を締結いたします。 

最低売却価格 

272,600,000 円 
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市有地売払の概要及び要領

Ⅰ 物 件

〇入札に付する物件 

※物件内の市道については令和４年度に廃止済です。（現在は道路に該当せず） 

〇用途地域等 

用 途 地 域 工業地域 

建 ぺ い 率 ６０％ 

容 積 率 ２００％ 

そ の 他 準防火地域  

 モノづくり推進地域 

宅地造成等工事規制区域

〇物件上の建物（要解体撤去） 

構造・階数・棟数 延床面積 建築時期 

木造 平屋建・１２棟 約６６６㎡ （１２棟合計） 昭和２９年頃 

※未登記につき家屋番号は無し 

※物件上の建物に関する記載は現場調査を基にした標示であり、実際と異なる場合があ

ります。現場との相違を確認した場合においても、市は売買代金の変更や損害賠償には

応じられません。 

Ⅱ 現 場 見 学 会

下記日時に現場見学会を行います。入札への参加を検討される方は、前日までに電話申

込をした上で現場見学会にご参加ください。（総務管理課 TEL：０６-４３０９-３２３１） 

なお、やむを得ず現場見学会に参加できない場合は、土地買受申込みの際に所定の様式

による申立書を提出すること。 

（１） 日 時  : 令和６年８月２６日（月） 午前１０時３０分開始 

（２） 場 所  : 現  地 

※現地に駐車場はありませんので、公共交通機関等をご利用ください。※路上駐車不可

所在地 
登記 

地目 
地 積 

最低売却 

価   格 
備考 

東大阪市渋川町一丁目６６番３ 

(住居表示：渋川町一丁目９番街区) 
宅地 

1980.42

㎡

272,600,000

円

建 物 付 

(旧市営住宅) 
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※現場見学会は１回限りですので、入札に参加される方は開始時間に集合してください。 

※現場見学会当日お渡しする入札書は、入札の日まで大切に保管しておいてください。 

※現地見学会に参加できない方は、入札の日までに入札書を総務管理課まで取りに来て

ください。 

※現場見学会では質疑応答は行いません。 

（３） 質問・回答  

現場見学会の後、物件に関する質問については次の要領で行ってください。   

質 問 方 法 質問書（本市所定様式）をＥメールで提出 

受 付 期 間 令和６年８月２６日(月) ～ 令和６年８月３０日(金)午後５時

宛 先
東大阪市 建築部 住宅政策室 総務管理課  

Email：somukanri@city.higashiosaka.lg.jp

回 答 方 法 本市ウェブサイト上で質問及びその回答を公開します。 

回 答 予 定 日 令和６年９月５日（木） 

※公平を期すため、上記要領によらない物件に関する質問については一切回答できませ

んのでご了承ください。 

※Ｅメール到達確認のため、送信後に電話確認をお願いします。 

（総務管理課 TEL：０６-４３０９-３２３１） 

Ⅲ 土 地 買 受 申 込 み

１ 申込人の資格 

次の①から⑩までのいずれにも該当しない者であること。 

 ① 成年被後見人 

 ② 民法の一部を改正する法律（平成１１年法律第１４９条）附則第３条第３項の規定に

よりなお従前の例によることとされる同法による改正前の民法（明治２９年法律第８

９号）第１１条に規定する準禁治産者 

 ③ 被保佐人であって、契約締結のために必要な同意を得ていない者 

 ④ 民法第１７条第１項の規定による契約締結に関する同意権付与の審判を受けた被補

助人であって、契約締結のために必要な同意を得ていない者 

 ⑤ 営業の許可を受けていない未成年者であって、契約締結のために必要な同意を得て

いない者 

 ⑥ 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始の申立て、民事再生

法（平成１１年法律第２２５号）に基づく再生手続き開始の申立てがなされている者又

は破産者で復権を得ていない者 

 ⑦ 無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する法律（平成１１年法律第１４７号）

第５条第１項に規定する観察処分を受けた団体及びその役職員又は構成員 

 ⑧ 東大阪市入札参加停止要綱に基づく入札参加停止の措置を受けている者 

 ⑨ 東大阪市暴力団排除条例（平成２４年３月３０日東大阪市条例第２号）第２条第１号

から第３号の規定に該当する者及び同規定に掲げる者から委託を受けた者や関係団体 
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 ⑩ 公共の安全及び福祉を脅かすおそれのある団体又は公共の安全及び福祉を脅かすお

それのある団体に属する者 

２ 買受申込みの受付 

土地買受希望者は、持参又は郵送で次のとおり必要書類を提出し買受申込みを行ってく

ださい。なお、郵送の場合は配達証明付書留郵便に限るものとし、提出期限日必着で提出し

てください。 

※郵送を行った際、その旨を総務管理課（TEL：06-4309-3231）まで連絡してください。

なお、理由の如何を問わず期限内に総務管理課まで書類が到着しない場合や書類に不備が

ある場合は受付ができませんので、十分余裕を持って提出してください。 

（１）受付日時：令和６年９月１７日(火)から令和６年９月２０日(金)まで

   （午前９時～正午 ／ 午後１時～午後４時）

（２）受付場所：東大阪市荒本北一丁目１番１号 東大阪市役所 １５階         

東大阪市 建築部 住宅政策室 総務管理課 TEL 06-4309-3231（直通）  

（３）買受申込みに必要な書類 

① 土地買受申込書 

② 誓約書（法人の場合はさらに役員名簿を添付すること） 

③ 申立書（現場説明会に不参加の場合） 

④ その他添付書類 

個人の場合 

各１通 

１．住民票 

２．印鑑登録証明書 

法人の場合 

各１通 

１．履歴事項全部証明書（法人登記簿謄本） 

２．印鑑証明書 

共同買受の場合 
１．代表者選任届 

２．申込者全員の上記書類 

（注意事項） 

（ⅰ）住民票及び各証明書は発行後３ヶ月以内のものに限ります。 

（ⅱ）申込みのため提出された書類等は、その事由のいかんにかかわらず返還いたし

ません。 

（４）申込み手続きにおける注意事項 

① 実地及び土地の地積及び公法上の規制等を十分確認した上で、申込みしてください。 

② 本案内書及び市有財産売買契約書、土地調書の各条項をよく読んで承知の上「土地買

受申込書」に必要事項を正確に記入及び押印（印鑑登録の印）し、所定の添付書類を

添えて受付場所に持参又は郵送で提出し、入札参加の手続きをしてください。 

③ 申込み手続きを済ましていない者は、入札参加資格がありません。 

④ 落札者の決定後に「土地買受申込書」に記入している買受申込人と異なる名義での契

約及び登記はできません。 
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Ⅳ 入 札

１ 入札日時及び場所 

（１）日 時  令和６年９月３０日（月） 午前１０時３０分～ 

（２）場 所  東大阪市役所 本庁舎別館２階 入札室 

※入札時刻の３０分前より受付します。 

※入札参加する物件の入札時刻５分前には入札保証金の納付手続きを完了してください。 

※買受申込みをした後、入札への参加を取りやめる場合は、必ず入札日の前日までに連絡

してください。なお、その場合でも提出いただいた書類の返還には応じられません。 

○入札当日持参していただくもの 

入 札 書 
現場見学確認印が押印されたもの 

（現場見学会で配布または別途窓口にて配布） 

入 札 保 証 金 保証小切手で納付。落札者を除き開札後還付します。 

入札保証金納付書 
現場見学会で配布したもの 

（ウェブサイトからもダウンロード可） 

申 込 人 の 印 鑑  印鑑登録の印（委任状提出者は代理人の印鑑で可） 

委 任 状 
 代理人により入札しようとする場合必要 

(実印を持参しない場合は委任状が必要) 

２ 入札保証金 

（１）入札保証金の受付 

  入札に参加するためには、入札保証金（保証小切手）の納付が必要です。入札当日の受 

付時に受領いたしますのでご用意ください。 

（２）入札保証金の額 

入札者は、入札保証金として、入札者が入札しようとする価格（最低売却価格以上）の

１００分の３以上の額（１，０００円未満切り上げ）を納付してください。 

〔例：９２，６４５，０００円で入札する場合の入札保証金〕 

①９２，６４５，０００円 ×３／１００    ＝   ２，７７９，３５０円 

②１,０００円未満切り上げ処理         ２，７８０，０００円 

③必要な入札保証金額        ２，７８０，０００円以上

（３）入札保証金の納付方法 

入札保証金は、保証小切手（大阪手形交換所に加盟する金融機関が振り出し、発行日か

ら１０日以内のものに限る。）で納付してください。線引小切手での納付を希望される場

合は、「一般線引の持参人払い」に限ります。（特定線引き小切手は不可） 
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小切手の見本 

〇入札保証金は保証小切手で納付してください。 

〇保証小切手は、金融機関が自己を支払人として振り出すものです。 

〇一般には、金融機関に現金を持参するか、定期預金を担保にして、保証小切手を作成す

ることができます。 

（注） 

１.支払人、振出人が同一金融機関となっていること。 

２.納付日（入札日）において、振出日から１０日以内であること。 

３.大阪手形交換所に加盟する金融機関の大阪手形交換所管内の本支店等が振り出した 

ものであること。 

（４）入札保証金の取扱い 

① 入札保証金には利息を付しません。 

② 入札保証金は、落札者を除き開札後、納付場所において還付します。 

③ 落札者には、契約締結後に還付します。（契約保証金に充当することもできます。） 

④ 落札者の決定後、落札者がその権利を放棄したときは、納付された入札保証金は市に

帰属します。 

３ 入札要領 

（１）入札方法 

① 入札は一般競争入札で行います。入札書は現場説明会で配布した本市所定の様式を

使用してください。 

② 入札執行官の説明終了後、入札書に入札保証金納付書を添付（代理人による入札の場

合は委任状も添付）し、入札箱に入れてください。 

③ 開札は入札者の面前で行い、本市の設定した最低売却価格以上の最高金額で入札し

た者を落札者とします。開札する際に入札者又はその代理人が不在の場合は、本市の指

定した職員が立ち会いのうえ開札します。この場合、異議の申し立てはできません。 

④ 落札となるべき同価格の入札者が２人以上あるときは、直ちに当該入札者でくじを

引き落札者を決めます。 

振出人 

支払人 

A000000 小  切  手 

支払地 〇〇〇市 

株式会社〇〇銀行 〇〇支店 

金 額  ￥000，000，000※ 

上記の金額をこの小切手と引き換えに持参人へお支払いください 

振出日  令和  年  月  日    株式会社〇〇銀行 〇〇支店 

振出地  〇〇〇市                   支店長 〇〇 〇〇 

大阪 2701 

0000-000 
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この場合において、当該入札者の内、くじを引かない者があるときは、これに代えて

当該入札事務に関係ない職員にくじを引かせることができます。 

⑤ 落札の決定は、開札後直ちに行い、入札場所で通知します。 

⑥ 入札者は、提出した書類の書き換え、引き替え又は撤回することができません。 

※開札結果は、速やかに本市ウェブサイト等で公表します。また、入札の公平性・透明性

確保のため、入札内容（物件所在地、数量、入札者の住所・氏名（個人を除く）、入札金

額）をウェブサイト等で公表する予定ですので、参加者はこのことを了承した上で入札に

参加してください。 

（２）入札参加者の心得 

  入札執行官の指示に従ってください。 

  次の行為をした者は、入札の参加を認めません。 

① 公正な入札の執行を妨げる行為 

② 公正な価格の成立を害する行為 

③ 不正の利益を得るために連合する行為 

（３）入札の無効 

次に該当する入札は無効とします。 

① 入札参加資格のない者がした入札 

② 入札金額の訂正された入札 

③ 入札者又はその代理人が同一事項について、２通以上行った入札、又はこれらの者が

さらに他の者を代理して行った入札 

④ 同一入札について入札者及びその代理人がそれぞれ入札したときはその双方の入札 

⑤ 不正行為によってなされたと認められる入札 

⑥ 入札保証金が納付されていない入札、又はその額が所定の額に達していない入札 

⑦ 入札書に入札金額（\マークを含む）、件名の表示、入札者の氏名及び押印のない入

札、申込人の印鑑登録の印又は受任者使用印を用いずに行った入札、又はこれらが明

確でない入札 

⑧ 委任状を提出しないで代理人が行った入札 

⑨ 入札保証金納付書を添付していない入札 

⑩ 入札に関する条件に違反した入札 

（４）入札の中止 

 次のような場合、入札を中止または入札期日を延期することがあります。 

① 不正な入札が行われるおそれがあると認められるとき 

② 災害その他やむを得ない事由があるとき 

（５）入札参加者 

  当日、入札参加者は一件の申込みに対して、２名以内とします。なお、共同買受の場合

は１社あたり２名以内とする。 
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Ⅴ 契 約

１ 契約の締結 

（１）契約予定者は、落札の決定の日から令和６年１０月１１日（金）までに、「市有財産

売買契約書」及びその他契約関係書類に記名押印のうえ、市に提出するとともに、契約

保証金を納付してください。 

（２）契約予定者が上記の契約締結の手続きを怠ったときは、契約の決定を取り消します。

また、納付した入札保証金は市に帰属することになります。 

（３）契約は提出された「市有財産売買契約書」に市長が記名押印したときに確定します。 

（４）契約者は、自らが開発者として都市計画法（以下、「都計法」とする。）に基づく開

発許可及び開発行為に関する工事の検査済証を取得すること。ただし、共同買受の場合

は契約者のうちの代表者を開発者とすることができる。 

（５）落札者が契約を締結しない場合は、事後の入札に参加できない場合があります。 

２ 契約保証金 

（１）契約保証金の額は、契約金額の１００分の３以上の額とします。なお、入札保証金を

契約保証金に充当することが可能です。 

（２）契約予定者が契約保証金を納付しないときは、契約を取り消すことになります。この

場合、納付された入札保証金は本市に帰属することになります。 

（３）契約保証金は、保証小切手（大阪手形交換所に加盟する金融機関が振り出し、発行日

から１０日以内のものに限る。）で納付してください。 

（４）契約保証金には、利息を付しません。 

（５）本市と契約を締結した者（以下「契約者」という。）が契約上の義務を履行しないと

きは、本契約を解除します。その場合納付した契約保証金は市に帰属することになりま

す。 

（６）契約保証金は、契約者がその債務を履行した後、還付します。 

（７）契約保証金は、売買代金に充当することができます。 

３ 契約の履行 

（１） 契約者は、契約金額の全額を契約締結の日から３０日以内に市の発行する納入通知 

書により一括で市に納付してください。 

（２）「市有財産売買契約書」（２通のうち１通）には、契約金額に応じた額の収入印紙の

貼付（印紙税）が必要であり、契約者の負担となります。 

記載された契約金額 税 額

1０万円を超え５０万円以下のもの 2００ 円



- ８ - 

＊印紙税額一覧（国税庁ウェブサイトから抜粋。令和９年３月３１日まで適用） 

４ 土地の引渡し及び使用 

（１）土地の引渡しは売買代金が完納されたときにあったものとします。 

（２）引き渡しする土地は、現状有姿のまま引き渡しがあったものとし、売買物件の受領書

を市に提出してください。 

（３）土地の引き渡しの時までにおいて、引き渡しする土地が市の責に帰することができな

い事由により滅失し、又はき損した場合は、その損失は契約者の負担とします。 

（４）契約締結後、売買物件の面積の不足その他隠れた瑕疵（不適合）があることを発見し

ても、売買代金の減免若しくは損害賠償の請求又は契約の解除をすることはできませ

ん。 

５ 所有権移転及び登記 

（１）所有権の移転時期は、売買代金が完納されたときとします。 

（２）所有権移転の登記は、市が嘱託により行います。 

（３）所有権移転登記にあたり、５年間の買戻し特約を設定します。 

（４）所有権移転に要する登録免許税その他の費用は、契約者の負担とします。 

（５）所有権移転登記にあたり、履歴事項全部証明書（法人登記簿謄本）及び印鑑証明書が

必要となった場合は、速やかに提出してください。（買受申込の際に提出いただいてい

るものが有効期限切れ等の場合に再度提出を求める場合があります。） 

＊登録免許税額 

不動産の価額×１０００分の１５（令和８年３月３１日まで） 

不動産の価額は市が発行する価格通知書記載額もしくは登記官認定価額です。 

６ 公租公課 

所有権移転登記後の公租公課等は、契約者の負担とします。 

５０万円を超え 1００万円以下のもの ５００ 円

1００ 万円を超え５００万円以下のもの 1千円

５００ 万円を超え 1,０００ 万円以下のもの ５ 千円

1,０００万円を超え５,０００万円以下のもの 1万円

５,０００万円を超え 1 億円以下のもの 3万円

1億円を超え ５億円以下のもの ６万円

５億円を超え 1０ 億円以下のもの 1６万円

1０億円を超え５０億円以下のもの 32万円

５０億円を超えるもの 4８万円
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７ 届出義務 

契約者（契約者が死亡したときは、相続人）は、契約後、所有権移転の登記が完了するま

での間において、当該契約者が、以下のことに該当することとなったときは、市にその旨の

届出を速やかに行ってください。 

① 死亡（法人にあっては、解散又は合併） 

② 氏名（法人にあっては、名称又は代表者名）又は住所を変更したとき 

８ 契約解除 

（１）契約者が、本案内書及び市有財産売買契約書、土地調書の各条項に違反したとき、ま

たは契約を履行しないときは、市は契約を解除することができます。 

（２）上記により契約を解除したときは、その旨を文書で通知します。 

（３）上記の通知を受けた契約者は、市の指示する期間内に自己の費用で買い受けた土地を

原状に回復して、市に引き渡さなければなりません。 

Ⅵ 土 地 利 用 条 件

１ 用 途 の 制 限 

 次に該当する行為はできません。 

① 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律に規定する風俗営業または性風俗

関連特殊営業を行うこと 

② 風俗営業または性風俗関連特殊営業に供することとなる土地の貸し付けまたはその他

権利の設定を行うこと 

③ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２

号に規定する暴力団等の用に供すること 

④ 騒音、振動、粉塵、悪臭の発生等周辺の環境を悪化させる恐れがある施設の建設を行う

こと 

２ 業 種 の 制 限 等 

２．１ 業 種 条 件 

買受人は次のいずれかを整備する法人又は法人のグループとする。 

（１）製造業（総務省日本標準産業分類における大分類Ｅ製造業）を操業する施設 

（２）工業製品の企画設計及び研究開発拠点としての施設 

なお、ディベロッパーが買受人となり上記(１)(２)の施設を整備した後、テナントで上

記(１)(２)を操業する法人を誘致することも可能とする。 

２．２ 操 業 条 件 

所有権移転登記後３年以内に事業を開始すること。 

（東大阪市生活環境保全等に関する条例に規定する指定工場等に該当する場合は、東大阪

市環境部公害対策課の完了検査の後、総務管理課への検査合格通知書の提出をもって確

認を行うこととする。） 
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３ 建 物 解 体 撤 去 

 売却物件上の建物の解体撤去（基礎及び付随する設備配管、フェンス、建物内部の生活廃

材及び伐採後の樹木等含む）を契約日より１年以内に契約者の責任において行うものとし

ます。ただし、やむを得ない理由により期限内に完了しない場合で、契約者が東大阪市建築

部住宅政策室総務管理課(以下、「総務管理課」とする。)と協議し、承諾を得た場合はこの

限りではありません。撤去にあたってはアスベスト含有建材について、関係法令を遵守し十

分注意のうえ撤去すること。 

４ 道 路 整 備 

 次に掲げる整備を契約日より２年以内に契約者の責任において行うものとします。 

 また、道路整備については原則、都市計画法（以下「都計法」とする。）第２９条の規定

に基づく開発許可申請手続きにおいて行うこととします。 

 ただし、やむを得ない理由により期限内に完了しない場合で、契約者が総務管理課と協議

し、承諾を得た場合はこの限りではありません。なお、道路後退部分については、開発許可

申請手続きに基づき分筆した後、帰属すること。 

整備に先立ち、売却物件 (東大阪市渋川町一丁目６６番３)全体をひとつの開発区域とし

て、都計法第２９条の規定に基づき開発行為の許可を受けること。許可後、東大阪市土木部

道路管理室道路管理課(以下、「道路管理課」とする。)に道路工事施行承認申請書及び道路

占用許可申請書を提出する等必要な手続きを取り、承認を得た後に施工し、都計法第３６条

の規定による完了検査を受け、合格するものとします。 

その他整備内容の詳細については都計法第３２条に基づき、公共施設管理者と協議する

こととする。 

なお、敷地中央の南北道路については、廃止をしており、建築基準法上の道路ではありま

せんので敷地としての利用が可能です。 

４．１ 道 路 敷 整 備 

売却物件の北側道路(長瀬西３４号線)、西側道路(長瀬西３号線)及び南側道路(長瀬西３

５号線)における次に掲げる整備(すみ切り含む)を行うこと。詳細については都計法第３２

条に基づき、公共施設管理者と協議することとする。 

① 既設アスファルト舗装半幅復旧を基本とするが、敷地利用等により、全幅舗装復旧の指

導があった場合は、その指導に従うこと。 

② アスファルト舗装については５号工とし、半幅舗装新設を基本とするが、敷地利用等に

より、全幅舗装新設の指導があった場合は、その指導に従うこと。舗装材料は加熱アス

ファルトとすること。 

③ 既設側溝及び既設道路排水構造物については道路管理課及び東大阪市上下水道局下水

道部下水道維持管理課（以下、「下水道維持管理課」とする。）と協議し存置、移設、撤

去処分等の決定を行うこと。 

④ 道路境界に L型側溝等を新設し、それに伴う道路排水構造物を設置すること。構造及び

設置間隔・設置箇所数は、道路管理課と協議すること。道路排水構造物は、下水本管へ

排水するものとし、下水道維持管理課及び上下水道局下水道部排水設備課（以下、「排

水設備課」とする。）と接続等について協議すること。また、南側道路について歩道整備

等の指導があった場合はそれに従い整備すること。  
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⑤ 道路内の最終桝は敷地利用等が決まり次第、宅地内への移設もしくは撤去等について、

道路管理課および排水設備課とそれぞれ協議し、その指導に従うこと。また、宅地内排

水がある場合は契約者にて処理すること。 

⑥ 敷地内の既設電柱(関西電力設置、本案内書１５頁 位置図参照(電柱Ｂ・Ｃ))の移設等

については、敷地利用等が決まり次第、契約者が道路管理課および関西電力とそれぞれ

協議し、決定すること。移設等が必要な場合(指導があった場合)は、原則、完了検査(都

計法第３６条)までに契約者の負担で行うこと。また、電柱Ｃの移設等にあたり、付属

する防犯灯Ｂについて、防犯灯Ｂの管理者（地元自治会）と協議し、移設場所等を決定

し、契約者の負担で移設等をすること（それに伴う手続きも含む）。 

⑦ 敷地内及び南側、西側道路内の既設電柱(NTT 西日本設置、本案内書１５頁 位置図参照

(電柱Ａ・Ｄ～Ｇ))の移設もしくは撤去（以下、「移設等」とする。）については、敷地利

用等が決まり次第、契約者が道路管理課および NTT 西日本とそれぞれ協議し、決定する

こと。移設等が必要な場合(指導があった場合)は、完了検査(都市計画法第３６条)まで

に契約者の負担で行うこと。 

⑧ 南西角の既設道路標識（本案内書１５頁 位置図参照(道路標識Ａ))の移設もしくは撤去

（以下、「移設等」とする。）については、敷地利用等が決まり次第、契約者が道路管理

課および警察とそれぞれ協議し、決定すること。移設等が必要な場合(指導があった場

合)は、原則、完了検査(都市計画法第３６条)までに契約者の負担で行うこと。 

⑨ 道路に面して、駐車場等の出入口を設置する場合は、道路工事施行承認基準の範囲内で

周辺の安全確保と交通状況に配慮して計画すること。出入口の位置・幅員等について、

契約者が道路管理課および大阪府布施警察署とそれぞれ協議し、その指導に従うこと。 

⑩ 道路工事に伴い、横断歩道等の路面表示の復旧及び新設は事前に警察と協議の上、復旧

すること。 

⑪ 北側道路については道路敷との境界より 2.00m 後退し、整備を行うこと。また、開発許

可申請にかかる後退部分は本市に帰属すること。（本案内書１６頁 道路後退図参照） 

⑫ 西側道路については道路敷との境界より 1.091m 後退し、整備を行うこと。また、開発

許可申請にかかる後退部分は本市に帰属すること。（本案内書１６頁 道路後退図参照） 

⑬ 南側道路については道路敷との境界より 2.182m 後退し、整備を行うこと。また、開発

許可申請にかかる後退部分は本市に帰属すること。（本案内書１６頁 道路後退図参照） 

⑭ 角切りについては 2.00m×2.00m とする。 

５ その他 

① 都市計画法、建築基準法、景観法、東大阪市景観条例等の関連法令および東大阪市開発

指導要綱を遵守してください。また、売却物件を利用するに当たっては、公序良俗に反

することのないようにしてください。 

② 契約者は原則、売却物件 (東大阪市渋川町一丁目６６番３)全体をひとつの開発区域と

し、都計法２９条の規定に基づき開発行為の許可を受けなければならない。開発行為の

許可申請に先立ち、開発許可申請手続きにおける土地利用計画図等を総務管理課へ提出

し、その計画について本案内書及び契約書に定める事項に適合したものであることの確

認を受けること。 

③ 契約者は開発行為に関する工事の検査済証の交付後、建築確認申請を行うこと。また、

建築確認申請に先立ち、建築計画図面等を総務管理課に提出し、その計画について本案

内書及び契約書に定める事項に適合した計画であることの確認を受けること。 
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④ 当該売却物件（６６番３）の道路境界線（塀等がある場合はその面）及び隣地境界線（塀

等がある場合はその面）から建物の壁面まで有効５０cm 以上空けること。 

⑤ 建物の外壁や外構は落ち着いた色合いとすること。 

⑥ 敷地内において緑化に努めること。 

⑦ 契約者は売却物件内にある既設防犯灯(本案内書１５頁位置図参照(防犯灯Ａ、Ｃ))につ

いて、東大阪市から維持管理を引き継ぐこと。契約後速やかに、関西電力に対し、名義

変更の手続きを申請すること。また、既設防犯灯及びカーブミラーの移設もしくは撤去

については、敷地利用等が決まり次第、地元自治会と協議し、決定すること。移設もし

くは撤去が必要な場合は、契約者の負担で行うこと。また、防犯上必要と認められる場

合は防犯灯を新たに設置すること。設置位置については、契約者が地元自治会と協議す

ること。 

⑧ 景観法に基づく届出対象行為を行う場合は、東大阪市土木部みどり景観課まで届出を行

うこととし、届出に対する指示に従うこと。 

⑨ (a) 特定都市河川浸水被害対策法に規定する行為に該当する場合は、東大阪市土木部河 

川課において協議し、その許可条件に従うこと。 

(b)東大阪市特定都市河川流域における浸水被害の防止に関する条例に基づき、雨水流

出抑制施設を設置すること。設置場所及び構造等については排水設備課と協議すること。 

(c) 上記（a）、（b）の適用について、各担当部局と協議のうえ確認すること。 

⑩ 物件上の建物の石綿含有建築材料の使用の有無に関する調査を実施しておりません。解

体工事における事前調査等において、石綿含有建築材料の使用が認められた場合、大気

汚染防止法、石綿障害予防規則及び大阪府生活環境の保全等に関する条例等に基づき、

事業者において適切に手続き及び処理等を行うこと。 

⑪ 解体撤去および道路整備等において、境界標および境界杭を一旦撤去し、復旧する場合

は、必ず相手方と現地立会および確認を求め、同意を得たうえで契約者において施工す

ること。 

⑫ 解体工事、開発工事及び新規建設工事(以下「各工事」とする。)に先立ち、下記の図書

を総務管理課へ提出すること。また、下記の図書を自治会及び近隣住民に配布し、説明

を行うこと。 

(a)工事管理体制表(現場責任者名と連絡先を記載) 

(b)工事内容（工事工程表・工事時間帯・工事休み） 

⑬  工事中は、騒音、振動を抑えるよう配慮すること。工事車両の通行にあたっては、十分

な安全対策を講じるとともに、工事車両が集中しないよう配慮すること。 

⑭ 所有権の移転登記と同時に、５年間の転売禁止を定めた買戻特約の登記を行うものとし

ます。その期間内は売買、贈与、交換、出資等による所有権の移転はできません。但し、

落札者が契約日より５年を経過しないうちに第三者に所有権移転する旨の申し出があ

った場合等で、その理由を市が正当と認めるときは、買戻特約登記を解除することがで

きます。 

⑮ 建築物及び土地利用については、騒音・振動・臭気対策、ダクトの向きに注意を払う等、

周辺住環境に配慮すること。 
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Ⅶ そ の 他

（１） 本案内書９～１２頁「Ⅵ 土地利用条件」を厳守すること。ただし、やむを得ない事

由により、契約者が総務管理課及び関係部局と協議し、承諾を得た場合はこの限り

ではありません。 

（２） 明示書（写）及び境界確定書（写）を所有権移転後、契約者へ１部お渡します。 

（３） 売却物件内の既設公共下水桝について、下水道維持管理課への承諾書を所有権移転

後、契約者へ１部お渡しします。 

（４） 土壌汚染対策法に基づく要措置区域及び形質変更時要届出区域には該当しておりま

せん。 

（５） 入札参加にあたっては、別紙「立地促進補助制度のご案内」をお役立てください。 
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付 近 見 取  図

○売却物件場所（現場見学会場所） 

   東大阪市渋川町一丁目６６番３ 

○交通機関 

   ＪＲおおさか東線「長瀬駅」から西へ徒歩約１５分 

大阪メトロ地下鉄千日前線「北巽」から東へ徒歩約１５分
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位 置 図 
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道 路 後 退 図 

＜接面道路の状況＞ 
北側接道：市道 / 建基法第42条第1項第５号（建築線） 幅員6.0ｍ 

（2.0ｍ後退、道路敷2.0ｍ、対側2.0ｍ後退） 
西側接道：市道 / 建基法第42条第1項第５号（建築線） 幅員6.0ｍ 

（1.091ｍ後退、道路敷3.818ｍ、対側1.091ｍ後退） 
南側接道：市道 / 建基法第42条第1項第５号（建築線） 幅員14.545ｍ 

（2.182ｍ後退、道路敷9.999ｍ、対側2.364ｍ後退）  

（参考）道路後退部面積 約 211.1９ ㎡ 
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契約書例 

市 有 財 産 売 買 契 約 書

 売払人東大阪市（以下「甲」という。）と買受人□□□□□（以下「乙」という。）とは、

次の条項により市有財産売買契約を締結する。 

（信義誠実の義務）

第１条 甲乙両者は、信義を重んじ、誠実に本契約を履行しなければならない。 

（売買物件の表示）

第２条 売買物件は、次のとおりとする。 

東大阪市渋川町一丁目６６番３ 

地目：宅地  

地積：１,９８０．４２㎡ 

尚、売買物件上の建物の所有権は売買代金完納時に甲から乙へ移るものとする。 

（売買代金）

第３条 売買代金は、金□□□,□□□,□□□円とする。 

（契約保証金）

第４条 乙は、本契約締結と同時に、契約保証金として金□,□□□,□□□円を甲に納付し

なければならない。 

２ 前項の契約保証金は、損害賠償の予定又はその一部と解釈しない。 

３ 第１項の契約保証金には利息を付さない。 

４ 甲は、乙が次条に定める義務を履行したときは、乙の請求により遅滞なく第１項に定め

る契約保証金を乙に還付する。ただし、第１項に定める契約保証金を売買代金に充当する

ことができる。 

（代金の支払）

第５条 乙は、売買代金を甲の発行する納入通知書により、本契約の締結日から３０日以内

に一括して甲の指定する金融機関に支払わなければならない。 

（所有権の移転及び登記の嘱託）

第６条 売買物件の所有権は、乙が売買代金を完納したときに、乙に移転するものとする。 

２ 乙は、前項の定めにより売買物件の所有権が移転した後、速やかに甲に対して土地に関

する所有権移転登記を請求するものとし、甲はその請求により、遅滞なく所有権移転登記

を嘱託するものとする。この場合に必要な登録免許税その他の費用は、乙の負担とする。 

（売買物件の引渡）

第７条 甲は、前条第１項の定めにより売買物件の所有権が移転したときに、乙に対し現状

有姿のまま引渡しがあったものとし、乙は売買物件の受領書を甲に提出するものとする。 

（買戻特約） 

第８条 甲は、乙が第１１条各項の定めに違反した場合、第６条第１項に定める所有権移転

の日から５年以内に限り、乙に対し第３条に定める売買代金を支払い、売買物件を買い戻

すことができる。 

※買受人「乙」が共同買受による落札者である場合は、全文の末尾に次の一文を追記する。 

「なお、乙の各々は本件にかかる債務を連帯して負い、かつ、記載順位第一位の者が、甲への

債務の一切を代表する。」 
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２ 甲は、自らの買戻権を保全するため、第６条第２項に定める所有権移転登記と同時に買

戻特約の登記を嘱託するものとし、乙は甲に対し、当該登記の嘱託に必要な書面を速やか

に提出しなければならない。 

３ 第１項の定めにかかわらず、所有権移転の日から５年を経過しないうちに乙から甲に

対し買戻特約の解除にかかる申出があり、甲がその理由を正当と認めるときは買戻特約

を抹消することができる。 

４ 前項に定める買戻特約抹消の登記は、甲の嘱託によるものとする。 

（危険負担）

第９条 乙は、本契約締結のときから売買物件の引渡しのときまでにおいて、売買物件が甲

の責に帰することのできない事由により滅失し、又はき損した場合は、その損失は、乙の

負担とする。 

（契約不適合責任）

第１０条 甲は、売買物件を現状有姿で売り払うものであり、乙は、売買物件から過去に撤

去された建築物や工作物の基礎等の地下埋設物、または土壌汚染物質が発見もしくは検

出されるリスクがあることを承知するものとし、売買物件における品質上の問題（面積の

不足を含むが、これに限らない。）が発見された場合において、甲は、乙に対し一切の責

任を負わないものとする。 

２ 前項の場合において、乙は、修補による追完、売買代金の減額又は損害賠償を請求する

こと並びに契約の取り消しを主張することができない。 

（用途の制限等）

第１１条 乙及び乙より売買物件を譲り受けた第三者（以下「乙等」という。）は、売買物

件を都市計画用途地域に定められた指定以外の用途に供することのほか、それらの用に

供することとなる土地の貸付並びにその他の権利の設定をすることはできない。 

２ 乙等は、前項の規定以外に甲が乙に所有権を移転した日から５年間、次に掲げる施設の

用途に供すること及びそれらの用に供することとなる土地の貸付並びにその他の権利の

設定をすることは、できないものとする。 

一 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２２号）に定

められた風俗営業及び性風俗関連特殊営業の用途 

二 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２

号に規定する暴力団等の活動の用に供すること 

三 騒音、振動、粉塵、悪臭の発生等周辺の環境を悪化させる用に供すること 

３ 乙は、売買物件にかかる土地売払案内書に記載された各条件を遵守及び履行しなけれ

ばならない。 

（違約金）

第１２条 乙は、本契約に定める義務に違反したときは、違約金として売買代金の３０パー

セントを甲に支払わなければならない。ただし、乙の責に帰することができないものであ

ると甲が認めるときは、この限りではない。 

２ 前項の違約金は、第１９条に定める損害賠償の予定又はその一部と解釈しないものと

する。 

（使用禁止）

第１３条 乙は、売買代金を完納するまでは、売買物件を使用することができない。 
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（実地調査）

第１４条 甲は、第１１条各項に定める用途制限の履行状況を確認するため、臨時に実地調

査することができる。 

２ 乙は、正当な理由なく実地調査を拒み、妨げ若しくは忌避し又は報告若しくは資料の提

出を怠ってはならない。 

（契約の解除）

第１５条 甲は、乙が本契約に定める義務を履行しない場合（違反内容が軽微である場合を

含む。） において、何ら催告することなく本契約を解除することができる。 

（契約保証金の帰属）

第１６条 前条により本契約を解除したときは、第４条第１項に定める契約保証金は、甲に

帰属する。また、乙の責に帰すべき事由により契約が無効又は履行不能となった場合にお

いてもまた同様とする。 

（返還金等）

第１７条 甲は、第１５条に定める解除権を行使したときは、乙が支払った売買代金を返還

する。ただし、当該返還金には、利息を付さない。 

２ 甲が、解除権を行使したときは、乙の負担した契約の費用は返還しない。 

３ 甲が、解除権を行使したときは、乙は、売買物件に支出した必要費、有益費その他の費

用があっても甲には請求することができない。 

（原状回復の義務）

第１８条 乙は、甲が第１５条の定めにより解除権を行使したときは、甲の指定する期日ま

でに売買物件を原状に回復して返還しなければならない。ただし、甲が、売買物件を原状

に回復させることが適当でないと認めたときは、現状のまま返還することができる。 

２ 乙は、前項ただし書きの場合において、売買物件が滅失又はき損しているときは、その

損害賠償として契約解除時の時価により、滅損額に相当する金額を甲に支払わなければ

ならない。 

３ 乙は、第１項に定めるところにより、売買物件を甲に返還するときは、甲の指定する期

日までに売買物件の所有権の抹消登記に必要な書類を甲に提出しなければならない。 

（損害賠償）

第１９条 乙は、本契約に違反したために甲に損害を与えたときは、甲の定める損害賠償金

を甲に支払うものとする。 

（返還金の相殺）

第２０条 甲は、第１７条第１項の定めるところにより、売買代金を返還する場合において、

乙が、第１２条に定める違約金を甲に支払う場合及び前条に定める損害賠償金を甲に支

払う義務があるときは、その全部又は一部と返還金とを相殺するものとする。 

（契約の費用）

第２１条 本契約の締結及び履行等に関して必要な一切の費用は、すべて乙の負担とする。

（疑義の決定）

第２２条 本契約の条項の解釈について疑義が生じたとき、又は本契約に定めのない事項

については、甲乙協議のうえ定めるものとする。 

（管轄裁判所）

第２３条 本契約に起因する紛争に関し、訴訟の提起等裁判上の手続きをするときは、甲の
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事務所の所在地を管轄する裁判所を第一審の裁判所とする。 

 上記契約の締結を証するため、本契約書２通を作成し、両者記名押印のうえ各自その１通

を保有する。 

令和  年  月  日 

売払人  （甲） 東大阪市荒本北一丁目１番１号 

東大阪市 

代表者 東大阪市長  野 田 義 和       印 

買受人  （乙） 住所 □□□□□□□□ 

氏名  □□□□□□□□    印 

※買受人「乙」が共同買受による落札者である場合は、次の共有持分割合の表を追記する。 

                        乙の共有持分割合 

買受人氏名 持分割合 



-21-



-22-



-23-



66-3
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（渋川町二丁目）
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H6

P1

P2

P4

P3

P7

P8

G406

S=1/250

現 況 測 量 図

東大阪市渋川町一丁目66番3

測量年月日　　令和　元年　７月１１日

作成年月日　　令和　元年　９月２０日

測量・作成　　東大阪市永和２丁目２番２８ー３０５号

　　　　　　　西  川  登  記  測  量  事  務  所

　　　　　　　土地家屋調査士　  西   川   和   宏

　　　　　　　       （登録番号 大阪第２８３５号）

　　　　　　　　  ＴＥＬ　０６－４３０９－８５６０

座標一覧表（境界点）

測点名 Ｘ座標 Ｙ座標 標識

P1 -149870.736 -40159.305 金属標

P2 -149816.549 -40161.398 金属標

P3 -149815.015 -40124.823 プレート鋲（既設）

P4 -149869.271 -40122.940 プレート鋲（既設）

P7 -149817.014 -40124.754 金属標

P8 -149867.090 -40123.016 金属標

座標一覧表（引照点等）

測点名 Ｘ座標 Ｙ座標 標識

G6 -149876.361 -40130.875 金属鋲

G16 -149875.575 -40124.663 カイショ枠ポンチ穴

G18 -149877.131 -40156.804 カイショ枠ポンチ穴

G21 -149876.687 -40161.111 マンホール枠ポンチ穴

G23 -149868.179 -40165.027 カイショ枠ポンチ穴

G92 -149820.584 -40165.972 カイショ枠ポンチ穴

G98 -149819.327 -40156.416 マンホール枠ポンチ穴

G101 -149815.428 -40137.285 マンホール枠ポンチ穴

G159 -149815.575 -40165.415 カイショ枠ポンチ穴

G171 -149811.555 -40126.654 カイショ枠ポンチ穴

G172 -149816.627 -40123.979 カイショ枠ポンチ穴

G406 -149875.355 -40120.882 カイショ枠ポンチ穴

G91 -149868.244 -40097.483 プレート鋲（既設）

G165 -149813.481 -40135.987 金属鋲（既設）

G246 -149813.938 -40099.174 プレート鋲（既設）

G250 -149811.843 -40096.947 金属標（既設）

H1 -149880.728 -40158.925 金属標（既設）

H2 -149879.638 -40131.879 金属標（既設）

H5 -149870.915 -40163.119 計算点

H6 -149816.866 -40165.207 計算点

座標一覧表（基準点）

測点名 Ｘ座標 Ｙ座標 標識

30C63 -149878.013 -40162.327 街区多角点・金属標

T1 -149815.642 -40165.948 金属鋲

T3 -149875.404 -40134.362 金属鋲

T4 -149869.394 -40122.961 金属鋲

T5 -149874.825 -40099.776 金属鋲

T6 -149818.548 -40136.931 金属鋲

T7 -149816.544 -40123.422 金属鋲

（世界測地系）（第Ⅵ系）（縮尺係数＝0.999920）
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